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プレゼンの目的

企業が、生物多様性を企業活動の
なかで扱うべき重要課題に設定する
（設定させる！？）という世界的な動
きを俯瞰的に見ていこう。
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アジェンダは、
企業にとって、
マーケットで“も”ある。
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生物多様性と企業の関係の歴史

• 企業vs自然保護は、数十年～百年にわたる歴史

• 生物多様性と企業の関係については、2004－
2006年がターニングポイント（IUCNについては
2004年から、EUは2005年、生物多様性条約につ
いてはCOP8（2006年）に転換点）

• いずれも、事例共有→基本的考え方の整理→協
働すべき点の検討や巻き込みを加速させる仕組
みの検討などから始まる
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欧州から世界、日本へ
2007 2008＠CBD-COP9

2010＠COP102008
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なぜ、企業が生物多様性？

• 企業活動は大きい（経済的規模、事業規模）
• 企業活動は自然資源に依存する
• （企業活動も含めた）このままの自然資源利用が
続ければ、地球システムは崩壊する

• 自由競争の中での変革（強制できない）

企業活動の変革
を促すソフト・
ハードを整備
NGO・国

企業環境が変わる
ので、一早く対応し
たほうが生き残れ
ると考える企業
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「生態系配慮の認証制度」・
生物多様性の報告を義務付けた報告書・
社会的責任投資のための企業リスト

影響評価・環境管理システム・ライフサイクルアセスメント
生物多様性オフセット

グローバルコンパクト・自然保護憲章・
企業ガイドライン・各企業の環境宣言

Background discussion note （European Initiative on Business & Biodiversity, November 2007, Lisbon Portugal）

生物多様性管理に向けた企業の宣言（コミットメント）を支援する制度

生物多様性管理にむけた企業の宣言（コミットメント）の
実施を支援する制度

生物多様性管理を実施する企業パフォーマンス向上につ
ながるコミュニケーションを支援する制度

■生物多様性やその価値の可視化（経済価値）と普及
■政治・政策的方向付け

の成果を元に作成
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生物多様性に関する国際的メッセージ

• “生態系サービスの（経済）価値評価“ 生態系と
生物多様性の経済学（TEEB：The Economics of
Ecosystem and Biodiversity）＠G8・独

• “194の国と地域による共通目標” 生物多様性戦
略計画および愛知ターゲット＠CBD-COP10, 2010

• “グリーンエコノミー” The Future We Want＠
RIO+20サミット、2012

• “自然資本宣言” ＠RIO+20サミット、2012

• 「我々の世界を変革する：持続可能な開発のため
の2030アジェンダ」＠国連総会2015

12



愛知ターゲット めざすべき世界の共通目標

• 地球規模、国家規模、地域規模で、
• 多様な主体（国連、国際機関、政府・自治体・
企業・科学者・NPO・ユース・市民・農家・林業
家・漁師・・・）がそれぞれの立場で

• 生物多様性・自然の恵みを守り・向上させ、賢
明に利用し、公正に利益を分かち合うための
行動を

• 分かりやすく２０に単純化し、２０２０年までの
目標としてまとめあげた。

条約の公式解説をもと
に作られた国内唯一
のガイド販売中
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愛知ターゲットを受
けた

「生物多様性国家
戦略2012-2020」が
閣議決定

生物多様性の主流
化（企業含む）のた
めに、「国連生物多
様性の10年日本委
員会」発足
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生物多様性管理に向けた企業の宣言（コミットメント）を支援する制度

生物多様性管理にむけた企業の宣言（コミットメント）の
実施を支援する制度

生物多様性管理を実施する企業パフォーマンス向上につ
ながるコミュニケーションを支援する制度

「生態系配慮の認証制度」・
生物多様性の報告を義務付けた報告書・
社会的責任投資のための企業リスト

影響評価・環境管理システム・ライフサイクルアセスメント
生物多様性オフセット

グローバルコンパクト・自然保護憲章・
企業ガイドライン・各企業の環境宣言

Background discussion note （European Initiative on Business & Biodiversity, November 2007, Lisbon Portugal）

■生物多様性やその価値の可視化（市場価値）と普及
■政治・政策的方向付け

の成果を元に作成
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学ぶ

宣言する

行動する

愛知ターゲット達成を
めざす仲間に

全国各地

248団体が
３３６のアクション宣言
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にじゅうまるプロジェクトのメリット
（無料）

• 愛知ターゲット達成に向けて取り組むこと
の認知

• 国際・国内の情報の入手と広報機会の拡
大

• UNDB-Jの連携事業（推奨事業）として認定
される可能性

• 認定連携事業の実施企業例：損保ジャパ
ン日本興亜保険、中越パルプ工業、熊谷
組、JTB、アレフ、良品計画、MS&AD、富士
通、三菱地所など
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イオン
「イオン生物多様性方針」と
「イオン持続可能な調達原則」に基づく取り組み

○イオンでは、上記の方針と原則に基づき、店舗や商品を通じて、お客さまやサプライ
チェーンの関係者と共に、様々な取組を実施しています。

生物多様性方針の取組例：イオンふるさとの森づくり、トップバリュグリーンアイ（ＰＢ商
品）の販売とその生産現場でのエコ農業体験プロジェクト実施
持続可能な調達原則の取組例：ＭＳＣ・ＡＳＣ認証の水産物の販売、FSC認証の商品の
販売と、建築資材での活用

○今後も、小売の本業を通じて、お客さまや、サプライチェーンの関係者と共に、継続的、
発展的に取組を推進していきます。

○関連する愛知目標 １，４，５，６，７，１２
○ＵＲＬ https://www.aeon.info/environment/biodiversity.html

https://www.aeon.info/environment/procurement/general.html
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生物多様性管理に向けた企業の宣言（コミットメント）を支援する制度

生物多様性管理にむけた企業の宣言（コミットメント）の
実施を支援する制度

生物多様性管理を実施する企業パフォーマンス向上につ
ながるコミュニケーションを支援する制度

「生態系配慮の認証制度」・
生物多様性の報告を義務付けた報告書・
社会的責任投資のための企業リスト

影響評価・環境管理システム・ライフサイクルアセスメント
生物多様性オフセット

グローバルコンパクト・自然保護憲章・
企業ガイドライン・各企業の環境宣言

Background discussion note （European Initiative on Business & Biodiversity, November 2007, Lisbon Portugal）

■生物多様性やその価値の可視化（市場価値）と普及
■政治・政策的方向付け

の成果を元に作成
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ISO１４００１環境マネジメント改定
（2015年9月より 移行期間2018年9月）

•環境概念拡大：汚染から、持続可能な資源
利用、気候変動、生物多様性

•戦略的環境管理：リスクと機会の特定
•リーダーシップ・コミットメント（の実施要求）
•環境パフォーマンス重視
•環境情報開示の重視
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←大企業（売り上げ

ベース）ほど環境マネ
ジメントシステム
（EMS)を構築

EMS構築企業

の半数は同様
の取り組みを
取引先に求め
る
環境省 平成25年度環境にやさしい企業行動調査より
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生物多様性管理に向けた企業の宣言（コミットメント）を支援する制度

生物多様性管理にむけた企業の宣言（コミットメント）の
実施を支援する制度

生物多様性管理を実施する企業パフォーマンス向上につ
ながるコミュニケーションを支援する制度

「生態系配慮の認証制度」・
生物多様性の報告を義務付けた報告書・
社会的責任投資のための企業リスト

影響評価・環境管理システム・ライフサイクルアセスメント
生物多様性オフセット

グローバルコンパクト・自然保護憲章・
企業ガイドライン・各企業の環境宣言

Background discussion note （European Initiative on Business & Biodiversity, November 2007, Lisbon Portugal）

■生物多様性やその価値の可視化（市場価値）と普及
■政治・政策的方向付け

の成果を元に作成

22



2:

2020
GBO4

23



自然資本会計 Natural Capital Account

• 世界銀行、GRI(Global Reporting Initiative)などの国際機関やNGO、
プーマ、ホルシム、ユニリーバーなど一部企業が推進

• 生態系サービス＝フロー。生物多様性＝フローを生み出す資本
（キャピタル）

• 製品の原料調達から廃棄までの自然資源への負荷を企業の持続
可能性レポートに組み込む

• 自然資本基準（Protocol)と、食品・飲料およびアパレル分野
への適用ガイド作成中
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Global Commodity Impact 
Indicators for Biodiversityとの連携を

• 新規の取り組みとして、COP12生物多様性と企業フォーラ

ムで提起

• 500以上あるエコラベルから、“生物多様性配慮”エコラベ

ルを特定する基準作り

26
http://www.ecomark.jp/guidance/acquire/merit/

COP12決定



• 2400社（2014）に対する環境（気候変動・水・森
林）アンケート

• 機関投資家に環境配慮投資を誓ってもらい、
誓約した機関投資家にアンケート結果を提供

• 822機関のアセット総額95兆ドルの投資判断に
活用

https://www.cdp.net/en-US/Pages/HomePage.aspx

参考：“トヨタショック”走る。自動車業界に「水リスク」急浮上～世界の投資家が注目する「CDP
ウォーター」～ （日経エコロジー、2015年4月13日
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国際融資基準における生物多様性配慮の進展
Performance Standard 6 Biodiversity Conservation and Sustainable Management of 
Living Natural Resources 

Do No Harmから Do More Good へ

28



生物多様性管理に向けた企業の宣言（コミットメント）を支援する制度

生物多様性管理にむけた企業の宣言（コミットメント）の
実施を支援する制度

生物多様性管理を実施する企業パフォーマンス向上につ
ながるコミュニケーションを支援する制度

「生態系配慮の認証制度」・
生物多様性の報告を義務付けた報告書・
社会的責任投資のための企業リスト

影響評価・環境管理システム・ライフサイクルアセスメント
生物多様性オフセット

グローバルコンパクト・自然保護憲章・
企業ガイドライン・各企業の環境宣言

Background discussion note （European Initiative on Business & Biodiversity, November 2007, Lisbon Portugal）

■生物多様性やその価値の可視化（市場価値）と普及
■政治・政策的方向付け

生物多様性に取り組むことは、
激動する世界経済情勢の中で、他社よりも
「持続可能性の高い企業」であることを
社会と株主に示す

市場誘導？ 生物多様性調達• 国際環境潮流への参加

• コミットメントによる最先端の環境配慮企業という評判

• 環境管理システムによるリスク（操業（取引企業先の確保
含む）・規制・評判）対応

• 認証製品活用・自然資本会計・社会的責任投資リストによ
る環境配慮企業という評価。長期的（＝比較的安定の）投
資対象

29



アジェンダは、
企業にとって、
マーケットで“も”ある。
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正直「ハードルが高すぎる」
という方々に

暮らしから
生物多様性を守る
というアプローチ
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環境人材を一緒に育てる
自然観察指導員の育成

34



35



２月なばな
千葉県 ちば旬鮮図鑑

https://www.pref.chiba.lg.jp/ryuhan/pbmgm
/zukan/index.html

実施する時期に旬な

食べ物の写真

例えば、社内食堂で、生きもの認証米を使った
ランチを導入するとか。
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自然を守る社会への道のり

日本自然保護協会

国民1万人当たり
1.8人

ドイツ自然保護協会

国民1万人当たり
72.8人

日本野鳥の会

国民1万人当たり
4人

国民1万人当たり
170人

イギリス王立鳥類保護協会
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学ぶ

宣言する

行動する

愛知ターゲット達成を
めざす仲間に

全国各地

２２６団体が
３０２のアクション宣言
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めざすべき世界の共通目標 愛知ターゲット

• 地球規模、国家規模、地域規模で、
• 多様な主体（国連、国際機関、政府・自治体・科学者・NPO・
ユース・市民・農家・林業家・漁師・・・）がそれぞれの立場で

• 生物多様性・自然の恵みを守り・向上させ、賢明に利用し、公
正に利益を分かち合うための行動を

• 分かりやすく２０に単純化し、２０２０年までの目標としてまとめ
あげた。
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体系的目標：社会の仕組み、現場の取組み恵
みの共有、実行体制の強化

50



にじゅうまるプロジェクトのメリット
（無料）

• 愛知ターゲット達成に向けて取り組むこと
の認知

• 国際・国内の情報の入手と広報機会の拡
大

• UNDB-Jの連携事業（推奨事業）として認定
される可能性

• 認定連携事業の実施企業例：損保ジャパ
ン日本興亜保険、中越パルプ工業、熊谷
組、JTB、アレフ、良品計画、MS&AD、富士
通、三菱地所など
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コンプライアンス（法令厳守）

フィランソロピー（慈善事業）

管理
－ コスト

－ リスク
－ 影響緩和

生物多様性の「ための」
ビジネス/市場創出

Pro biodiversity business

Business as usual 差別化利益の構築

社
会
に
価
値
を
与
え
る
活
動

害
を
出
さ
な
い

プ
ラ
ス
価
値
の
創
出
株主に価値を与える活動

Background discussion note （European Initiative on Business & Biodiversity,
November 2007, Lisbon Portugal） より
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ご清聴、ありがとうございました
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